
 

 

 

 

 

第 ５ 回 

 

 

熊本県議会 

 

厚生常任委員会会議記録 
 

 

令和４年12月16日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開 会 中 

 

 

場所 第 ３ 委 員 会 室 

  



第５回 熊本県議会 厚生常任委員会会議記録（令和４年12月16日) 

 - 1 -

   第 ５ 回  熊本県議会  厚生常任委員会会議記録 

 

令和４年12月16日(金曜日) 

            午前10時５分開議 

            午前11時６分休憩 

            午前11時11分開議 

            午後０時２分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

議案第１号 令和４年度熊本県一般会計補

  正予算(第９号) 

議案第６号 令和４年度熊本県病院事業会

計補正予算(第１号） 

 議案第30号 和解について 

議案第32号 指定管理者の指定について 

議案第37号 専決処分の報告及び承認につ

いて 

議案第44号 令和４年度熊本県一般会計補

正予算(第10号） 

議案第50号 令和４年度熊本県病院事業会

計補正予算(第２号） 

 請第44号 県の乳幼児医療助成制度を一日

も早く「子ども医療費助成制度」に拡

充することを求める請願 

 閉会中の継続審査事件(所管事務調査)につ

いて 

 報告事項 

  ①次期熊本県やさしいまちづくり推進指

針の策定について 

  ②第３次熊本県動物愛護推進計画の中間

見直しについて 

  ③第３期熊本県自殺対策推進計画の策定

について 

――――――――――――――― 

出 席 委 員(８人) 

        委 員 長 岩 本 浩 治 

        副委員長 南 部 隼 平 

        委  員 藤 川 隆 夫 

        委  員 内 野 幸 喜 

委  員 髙 木 健 次 

        委  員 前 田 憲 秀 

        委  員 松 村 秀 逸 

        委  員 山 本 伸 裕 

欠 席 委 員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

健康福祉部 

部 長 沼 川 敦 彦 

政策審議監 三 牧 芳 浩 

医 監 池 田 洋一郎 

長寿社会局長 柴 田 英 伸 

子ども・ 

障がい福祉局長 木 山 晋 介 

健康局長 下 山   薫 

健康福祉政策課長 井 藤 和 哉 

健康危機管理課長 椎 場 泰 三 

高齢者支援課長 下 村 正 宣 

認知症対策・         

地域ケア推進課長 本 田 敦 美 

社会福祉課長 原 田 義 隆 

子ども未来課長 木 村 和 子 

子ども家庭福祉課長 岩 村 聡 子 

首席審議員         

兼障がい者支援課長 米 澤 祐 介 

医療政策課長 阿 南 周 造 

  国保・高齢者医療課長 池 永 淳 一 

健康づくり推進課長 岡   順 子 

首席審議員         

兼薬務衛生課長 樋 口 義 則 

病院局 

病院事業管理者 渡 辺 克 淑 

総務経営課長 川 上 竜 也 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

       議事課主幹 泗 水 靖 希 

   政務調査課主幹 植 田 晃 史 

――――――――――――――― 
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  午前10時５分開議 

○岩本浩治委員長 それでは、ただいまか

ら、第５回厚生常任委員会を開会いたしま

す。 

 本日は、新型コロナウイルス感染症対策と

して、３密を防ぐため、次第に記載のとお

り、執行部を２つのグループに分けて、それ

ぞれのグループごとに執行部の説明及び質疑

を行い、全ての質疑応答が終了した後に、一

括して採決を行うこととしております。 

 また、本日の委員会はインターネットで中

継しておりますので、委員並びに執行部にお

かれましては、発言内容が聞き取りやすいよ

うに、マイクに向かって明瞭に発言いただき

ますようお願いします。 

 それでは、本委員会に付託された議案等を

議題とし、これについて審査を行います。 

 なお、執行部からの説明は、効率よく進め

るために、着座のまま簡潔に行っていただき

ます。 

 初めに、健康福祉部長から御説明をお願い

します。 

 沼川健康福祉部長。 

 

○沼川健康福祉部長 皆様、おはようござい

ます。 

 議案の説明に先立ちまして、新型コロナウ

イルス感染症への対応について御説明申し上

げます。 

 今週に入り、１日に4,000人近くの新規感

染者が確認される日もあるなど、感染者数の

増加傾向が続いており、全国と同様に、本県

も第８波の状況にあります。 

 このような中、国が、重症化率の低いオミ

クロン株が流行している状況においては、強

い行動制限は行わないという考え方に基づく

新たなレベル分類を示したことから、本県も

これを踏まえ、先週、県のリスクレベル基準

を改定いたしました。 

 そのため、現状では過去に実施した外出自

粛要請等の強い行動制限は行いませんが、そ

の分、県民お一人お一人に、感染しない、感

染させないという意識をこれまで以上に強く

持っていただく必要があります。 

 県民の皆様へは、混雑した場所を避けるな

ど、可能な限り感染リスクの高まる行動を控

えていただくことや基本的な感染防止対策の

徹底、早めのワクチン接種について、繰り返

し呼びかけてまいります。 

 また、感染拡大に対応するためには、保健

医療提供体制の確保が重要です。 

 現在、病床使用率が上昇していることか

ら、本日、病床確保計画のフェーズを切り替

え、受入れ病床を増やす予定です。 

 この冬は季節性インフルエンザの同時流行

も懸念されることから、引き続き、専門家の

意見も伺いながら、感染拡大にしっかりと対

応してまいります。 

 続きまして、本議会に提案しております健

康福祉部関係の議案の概要について御説明申

し上げます。 

 今回提出しておりますのは、予算関係２議

案、条例関係３議案、その他報告３件でござ

います。 

 まず、予算関係ですが、議案第１号、令和

４年度熊本県一般会計補正予算では、新型コ

ロナ対応分として、外来診療に係る医療費負

担、医療機関等が行う検査機器整備や無料検

査実施事業者に対する助成に要する経費な

ど、総額52億4,000万円余の増額をお願いす

るものです。 

 このうち、医療、介護、保育施設、公衆浴

場等に対する物価高騰対策支援に要する経費

として、23億9,000万円余を計上しておりま

す。 

 また、12月補正予算の追号となります議案

第44号、令和４年度熊本県一般会計補正予算

では、妊婦等に対する伴走型支援と一体的に

経済的支援を行う市町村への助成や保育所等

の送迎用バス安全装置改修支援に要する経
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費、職員給与改定関係の経費など、総額24億

5,000万円余の増額をお願いしております。 

 次に、条例等関係では、議案第30号、和解

について外２議案を提案しております。 

 このほか、その他報告事項として、次期熊

本県やさしいまちづくり推進指針の策定につ

いて外２件を御報告させていただきます。 

 以上が今回提案しております議案の概要で

す。 

 詳細につきましては、関係各課長が説明い

たしますので、よろしくお願い申し上げま

す。 

 

○岩本浩治委員長 引き続き、前半グループ

の健康福祉部７課の議案について、執行部か

ら説明をお願いします。 

 それでは、議案第１号から説明をお願いし

ます。 

 

○井藤健康福祉政策課長 健康福祉政策課で

ございます。 

 厚生常任委員会説明資料２ページをお願い

いたします。 

 令和４年度12月補正予算関係について御説

明申し上げます。 

 社会福祉総務費として50万円の増額をお願

いしております。 

これは、後ほど御説明いたします建物明渡

等請求控訴事件の和解に伴い、相手方に支払

う和解金でございます。 

 続きまして、３ページをお願いします。 

 繰越明許費の設定でございます。 

 健康福祉部におきましては、追加分とし

て、民生費のうち社会福祉費について、福祉

総合相談所運営費などで16億4,062万円余、

児童福祉費について、放課後児童クラブ施設

整備事業などで9,336万円余、災害救助費に

ついて、災害救助事業で8,100万円余。 

 次に、衛生費のうち公衆衛生費について、

保健環境科学研究所運営費などで１億1,321

万円余、変更分として、衛生費のうち環境衛

生費について、動物愛護推進事業で8,000万

円の繰越しをお願いしております。 

 次に、４ページをお願いします。 

 債務負担行為の設定でございます。 

 まず、保健・医療・福祉関係業務につきま

しては、新年度当初から業務を開始する必要

があるこども総合療育センター医療事務業務

委託ほか８事業について、計１億9,275万円

余の債務負担行為の設定をお願いするもので

す。 

 次に、応急仮設住宅賃借につきましては、

建設型応急仮設住宅の賃貸借契約期間終了に

伴い、令和５年４月１日以降の延長契約に係

る賃借料２億2,942万円余の債務負担行為の

設定をお願いするものです。 

 健康福祉政策からは以上でございます。御

審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○椎場健康危機管理課長 健康危機管理課で

ございます。 

 説明資料の５ページをお願いしたいと思い

ます。 

 令和４年度12月補正予算関係について御説

明を申し上げます。 

 まず、予防費でございますが、25億5,717

万円余の増額をお願いしております。 

 説明欄１の感染症予防費、(1)の新型コロ

ナウイルス感染症保健所機能強化事業でござ

いますが、これは、自宅療養者の健康観察

等、保健所が行う感染症対策に要する経費で

ございます。 

令和４年９月の全数届出の見直しに伴いま

して、自己検査等による陽性者の登録の体制

を整備するとともに、医師等の配置による相

談体制の強化を行ったところですが、令和５

年１月以降も同様の体制を確保する必要があ

ること、それから、通信費、人件費が増加し

ていることなども踏まえまして、増額を行う

ものでございます。 
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 次に、(2)の新型コロナウイルス感染症医

療・検査等体制整備事業でございますが、こ

れは、療養者の外来診療に係る医療費の負

担、検査機器等の整備を行う医療機関等に対

する助成及び無料検査実施事業者に対する助

成に要する経費でございます。 

 外来診療に係る医療費の公費負担分として

６億4,875万円余、医療機関等のＰＣＲ検査

機器整備に１億6,196万円余、無料検査を実

施する事業者に対する補助としまして11億

1,597万円余の増額をお願いしているもので

ございます。 

 いずれも、感染の拡大の継続、これに伴い

ます検査、あるいは検査機器整備等のニーズ

の増加に伴いまして補正をお願いするもので

ございます。 

 次に、(3)の新型コロナワクチン接種体制

支援事業でございますが、これは、接種体制

の強化に要する事業でございます。 

予防接種の期間の延長に伴いまして、医療

機関に対する個別接種促進補助金等の事業に

つきまして継続されることになったため、当

該事業に係る会計年度任用職員２名の継続任

用に必要な経費を増額するものでございま

す。 

 続きまして、５ページの説明欄の２、予防

接種対策費でございます。 

 こちらのほうは、新型コロナワクチン接種

の大規模接種会場の設置運営事業でございま

す。 

これは、いわゆる県民広域接種センターの

設置運営に係る経費でございます。オミクロ

ン株対応ワクチンの接種の促進、さらには、

接種期間が延長されたことを踏まえまして、

県民広域接種センターの運営を令和５年３月

末までに延長するために必要な経費を増額し

ているものでございます。 

 続きまして、６ページをお願いしたいと思

います。 

 環境整備費でございます。 

 １億1,236万円余の増額をお願いしており

ます。 

 動物愛護推進事業でございますけれども、

これは、新動物愛護センターの整備に関わる

建設工事等に係る経費でございます。 

 新動物愛護センターにつきましては、宇城

市松橋町で整備を進めているところでござい

ますけれども、この10月からは、建物本体の

建築工事に着手しているところでございま

す。その中で、地中から基礎工事に支障とな

る転石やコンクリート殻等が確認されたこと

から、支障物の撤去及び再盛土等の追加工事

が必要となったものでございます。 

 なお、現時点では、当初の予定どおり、令

和５年12月の工事完了の見込みとなっており

ます。 

 健康危機管理課は以上でございます。御審

議のほどよろしくお願いします。 

 

○本田認知症対策・地域ケア推進課長 認知

症対策・地域ケア推進課でございます。 

 説明資料７ページをお願いいたします。 

 老人福祉費でございますが、６億7,457万

円の増額補正をお願いしております。 

 説明欄でございます。 

 物価高騰の影響を受けております高齢者施

設等への支援に要する経費でございます。 

 認知症対策・地域ケア推進課は以上でござ

います。御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○原田社会福祉課長 社会福祉課でございま

す。 

 説明資料の８ページをお願いいたします。 

 社会福祉総務費について、説明欄の生活福

祉資金貸付事業費ですが、新型コロナウイル

ス感染症の影響により一時的な生活資金が必

要となった人への特例貸付けについて、申請

期限が令和４年８月末から９月末に１か月間

延長されたことに伴い、県社会福祉協議会が
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行う貸付けに要する経費１億4,000万円を増

額補正するものです。 

 次に、生活保護総務費につきまして、説明

欄の生活保護事務費ですが、1,710万円の増

額補正をお願いしております。 

 (1)生活困窮者総合相談支援事業は、新型

コロナウイルス感染症の影響等により住居を

失うおそれのある困窮世帯に対しまして、家

賃相当を支給する住居確保給付金の特例措置

について、申請期限が令和４年９月末から12

月末に３か月間延長されたことに伴い、220

万円の増額をお願いするものでございます。 

 次に、(2)新型コロナウイルス感染症生活

困窮者自立支援金ですが、生活福祉資金の特

例貸付けが利用できない困窮世帯に支給する

支援金につきまして、申請期限が令和４年９

月末から12月末に３か月間延長されたことに

伴い、1,120万円の増額をお願いするもので

す。 

 ９ページをお願いいたします。 

 (3)物価高騰対策事業ですが、物価高騰の

影響を受ける県内５つの救護施設に対する支

援経費として、370万円の補正をお願いする

ものです。 

 以上、社会福祉課で、計１億5,710万円の

増額補正をお願いしております。御審議のほ

どよろしくお願いいたします。 

 

○木村子ども未来課長 子ども未来課でござ

います。 

 説明資料10ページをお願いします。 

 児童福祉総務費につきまして、5,865万円

の増額補正をお願いしております。 

 右側説明欄を御覧ください。 

 物価高騰対策事業は、保育所、幼稚園、認

定こども園等に対し、物価高騰による光熱水

費、燃料費等の上昇分を支援するものでござ

います。 

 なお、私学助成型の幼稚園や認可外の保育

所を除く保育所等施設につきましては、法律

で保育の実施主体が市町村とされていること

を踏まえ、県２分の１、市町村２分の１の負

担としています。ほかの施設との均衡調整等

が遅くなり、11月下旬に基準額を２倍に増額

したことで複数の市町村が議会直前の調整と

なり、御迷惑をおかけしました。この点につ

きましては、市町村に改めて説明とおわびの

文書を発出するなど、丁寧に対応してまいり

ます。 

 子ども未来課は以上でございます。よろし

くお願いいたします。 

 

○岩村子ども家庭福祉課長 子ども家庭福祉

課でございます。 

 説明資料11ページをお願いいたします。 

 児童福祉施設費の1,106万円余の増額につ

いて御説明をいたします。 

 説明欄のうち、児童相談所費でございま

す。 

 児童虐待相談につきましては、現在電話が

中心となっておりますが、児童本人がより相

談しやすくなるよう、新たに国がＳＮＳ相談

システムを整備することを受けまして、この

システムからつながってくる本件の事案に対

応するための経費をお願いしております。 

 説明欄２の民間施設運営費補助につきまし

ては、物価高騰対策として、物価高騰の影響

を受ける児童養護施設等に対する支援に要す

る経費としてお願いしておるものでございま

す。 

 説明資料12ページをお願いいたします。 

 債務負担行為の設定でございます。 

 社会的養護自立支援業務は、支援コーディ

ネーターを配置し、児童養護施設等を退所し

ていく児童に対し、退所前から退所後にわた

って、生活支援や就労支援等を継続して行う

ものでございます。支援スキルのある外部事

業者への委託を想定しておりまして、複数年

度にわたり切れ目なく実施するため、8,985

万円余の債務負担行為の設定をお願いするも
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のでございます。 

 続いて、中段の児童家庭支援センター運営

業務でございますが、市町村と児童相談所を

つなぎ、心理等の専門性を生かした相談対応

等を行う児童家庭支援センターにつきまし

て、社会福祉法人等適切な事業者に委託して

実施するものであり、複数年度にわたり継続

的に設置し、切れ目なく相談対応業務を実施

するため、１億1,833万円余の債務負担行為

の設定をお願いするものでございます。 

 その下の里親養育包括支援業務につきまし

ては、里親の新規開拓や研修、児童委託後の

養育支援等を包括的に実施するフォスタリン

グ機関業務に関し、こちらも適切な事業者等

への委託を想定しておりまして、切れ目なく

継続的に実施するため、9,648万円余の債務

負担行為の設定をお願いするものでございま

す。 

 説明資料13ページをお願いいたします。 

 債務負担行為の補正でございます。 

 清水が丘学園整備事業につきましては、令

和５年度に児童の居室など生活スペースとな

る児童棟の工事等に早期に着手するため、昨

年度、債務負担行為を設定いたしましたが、

建設資材の高騰や労務費の上昇等により所要

額の増加が見込まれるため、限度額の増額を

お願いするものでございます。 

 子ども家庭福祉課は以上でございます。御

審議のほどお願いいたします。 

 

○米澤障がい者支援課長 障がい者支援課で

ございます。 

 説明資料の14ページをお願いいたします。 

 まず、上段でございますけれども、障害者

福祉費で２億8,579万円余の増額補正をお願

いしております。 

 説明欄１の特別障害者手当等給付事業でご

ざいますけれども、これは、在宅の重度障害

者等に対する手当の支給に要する経費でござ

いまして、事業者数が当初の見込みよりも増

加したことにより給付費が不足することが見

込まれたため、今回増額をお願いするもので

ございます。 

 次に、２の物価高騰対策事業でございます

けれども、これは、関係各課からも御説明さ

せていただいたものと同様でございまして、

物価高騰の影響を受ける障害福祉サービス事

業所等への光熱水費、燃料費等の上昇分の一

部を支援することに要する経費でございま

す。 

 次に、下段の児童福祉施設費で98万円余の

補正をお願いしております。 

これは、説明欄１のこども総合療育センタ

ー管理運営費として、こども総合療育センタ

ー内の公園における台風14号による倒木処理

に要する経費でございます。 

 次に、15ページを御覧ください。 

 債務負担行為の追加設定をお願いするもの

でございます。 

 まず、上段の南部発達障がい者支援センタ

ー運営業務でございますが、これは、八代市

にございます県南広域本部内に設置して業務

委託により運営を行っている発達障がい者支

援センター、南部の地域を担当するものでご

ざいますが、これにつきまして、令和５年度

から９年度まで５か年間が次の委託期間にな

っておりまして、その期間の委託料について

債務負担行為を設定するものでございます。

限度額は５年間で１億3,645万円になります

が、各年度の限度額は2,729万円とさせてい

ただいております。 

 次に、中段の身体障害者福祉センター管理

運営業務でございますが、身体障害者福祉セ

ンターは、指定管理制度によりその運営を行

っておりますが、令和５年度から９年度まで

の５か年間が次の指定管理期間となります。 

 この期間につきまして、指定管理料につい

て債務負担行為を設定するものでございま

す。限度額は５年間で２億5,379万円でござ

いますが、各年度の限度額は5,075万円余と
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させていただいております。企業物価指数に

おける光熱水費の高騰分及び直近４年間の維

持修繕費の実績等を加味して算出したもので

ございます。 

 次に、下段のこども総合療育センター整備

事業でございますが、これは、老朽化に伴い

ますナースコールの設備改修工事について、

新年度当初に着工する必要があるため、

3,713万円余の債務負担行為の設定をお願い

するものでございます。 

 障がい者支援課は以上でございます。よろ

しくお願いいたします。 

 

○岩本浩治委員長 次に、議案第44号の説明

をお願いします。 

 

○井藤健康福祉政策課長 健康福祉政策課で

ございます。 

 説明資料の20ページをお願いいたします。 

 今年10月の人事委員会勧告を踏まえた職員

給与の改定に伴う補正予算でございます。 

 資料36ページまでのタイトルに職員給与改

定分と記載しているものが、健康福祉部各課

の内訳でございます。 

給与改定分の補正は全て共通でございます

ので、各課からの説明は省略させていただき

ます。 

 健康福祉政策課からは以上でございます。

御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○木村子ども未来課長 子ども未来課でござ

います。 

 説明資料26ページをお願いします。 

 児童福祉総務費につきまして、22億8,700

万円余の増額をお願いしています。 

国の総合経済対策に基づく令和４年度第２

次補正予算事業でございます。 

 右側説明欄を御覧ください。 

 (1)は、送迎用バス安全装置改修支援事業

の保育所等分です。 

 今年９月、静岡県で発生した園児の死亡事

故のような痛ましい事件を繰り返さないた

め、保育所等における送迎用バスの置き去り

防止のための安全装置の導入に要する経費と

して6,300万円をお願いしています。 

 続きまして、(2)は、同事業の放課後児童

クラブ分で800万円をお願いしています。 

 続きまして、(3)は、出産・子育て応援交

付金事業で22億1,600万円余をお願いしてお

ります。 

これは、子供、子育て世代を支援するた

め、妊娠時から出産、子育てまで一貫した伴

走型相談支援の充実を図ることと併せて、妊

娠、出産時に必要な用品の購入費や産後ケ

ア、家事支援サービス利用等に係る経済的支

援を一体的に実施する事業として創設されて

います。 

対象となるのは令和４年４月以降に出産さ

れた全ての方で、経済的支援として10万円相

当が支給されます。 

 続きまして、28ページを御覧ください。 

 繰越明許費でございます。 

 ただいま御説明した３つの事業につきまし

て、年度内の執行が困難な見込みであること

から、設定をお願いするものです。 

 子ども未来課は以上でございます。御審議

のほどよろしくお願いします。 

 

○米澤障がい者支援課長 障がい者支援課で

ございます。 

 説明資料の30ページをお願いいたします。 

 障害者福祉費で１億1,250万円の増額補正

をお願いするものでございます。 

 説明欄１の送迎用バス安全装置改修支援事

業につきまして増額補正をお願いするもので

ございまして、こちらの事業につきまして

は、今ほど子ども未来課から御説明させてい

ただきました事業に関するものの障害児通所

支援事業所分に係るものでございます。 

 １ページ飛びまして、32ページをお願いい
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たします。 

 繰越明許につきましてでございますが、今

ほど御説明させていただきました国の２次補

正予算分に対応した送迎バスの安全装置改修

支援事業につきまして、年度内に完了が見込

めないため、次年度に繰越しをお願いするも

のでございます。 

 障がい者支援課は以上でございます。よろ

しくお願いいたします。 

 

○岩本浩治委員長 次に、議案第30号の説明

をお願いします。 

 

○井藤健康福祉政策課長 健康福祉政策課で

ございます。 

 説明資料39ページをお願いいたします。 

 議案第30号、和解についてでございます。 

 詳細は、次の40ページの概要により説明さ

せていただきます。 

 当該事案は、熊本地震における賃貸型応急

仮設住宅の貸主が、借主の県と入居者を相手

に訴訟を起こしたもので、発生事由欄に記載

しておりますとおり、令和３年12月21日に言

い渡された地裁判決、これは、県は原告に

205万2,000円の賃料相当額を支払えといった

内容等になりますが、このうち、県が敗訴し

た部分は全て不服とし、控訴をしていたもの

でございます。 

 今般、裁判所から双方の主張を総合的に勘

案した上で、和解事項欄に記載のとおり、和

解金50万円とする和解案が提示されました。 

 県としましては、控訴審において県の主張

がほぼ認められたこと、また、建物の毀損な

ど入居者による信頼を著しく損なう行為に対

し、賃貸借契約の当事者である県として、一

定の責任は免れないものというふうに判断を

いたしまして、和解に応じることとしたもの

でございます。 

 健康福祉政策からは以上でございます。御

審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○岩本浩治委員長 次に、議案第32号の説明

をお願いします。 

 

○米澤障がい者支援課長 障がい者支援課で

ございます。 

 資料の41ページをお願いいたします。 

 議案第32号、指定管理者の指定についてで

ございます。 

 説明につきましては、次の42ページの熊本

県身体障害者福祉センター指定管理者の指定

についてにより御説明させていただきます。 

 熊本県身体障害者福祉センターにつきまし

ては、平成18年から指定管理制度を導入して

おりますが、現在の指定管理期間が本年度ま

でとなっているため、令和５年度から９年度

までの指定管理者の指定を行う必要がござい

ます。 

 まず、１の選定経緯についてでございま

す。 

 募集要項を本年９月２日から配布し、申請

書の受付を10月３日まで行ったところ、１団

体から申請がございました。それを受け、一

番下の参考欄にございますけれども、ここに

記載しております５名の外部有識者を委員と

する指定管理候補者選考委員会を10月25日に

開催させていただきました。 

 次に、２に、選考委員会による審査結果等

の概要を記載しております。 

 選考に当たっての基本的な考え方について

は、熊本県指定管理手続条例第４条に規定す

る選考基準を踏まえまして、１つ目に、事業

計画の内容が施設の効用を最大限に発揮させ

るものであるか、２つ目に、事業計画の内容

が管理に係る経費の縮減が図られるものであ

るか、３つ目に、事業計画に沿った管理を行

うために必要な人員及び財政的基礎を有して

いるかなどの観点から、具体的な審査項目を

設定し、審査を行いました。 

 選考委員会での意見としては、まず、評価
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できる点として、利用者ニーズの把握等のた

めアンケートを実施していること、法人事業

として専門職員を配置して障害者に関する相

談支援事業を実施していることなどが挙げら

れました。 

 一方で、今後の課題としては、オンライン

を活用した研修などの事業の充実の検討、メ

ディアを活用した積極的な広報の実施などを

行ってほしいという意見がございました。 

 審査の結果、指定管理候補者として、社会

福祉法人熊本県社会福祉事業団は適当である

との結論を頂いております。 

 なお、指定管理候補者からの提案価格は、

単年度の額が5,070万円、５年間の合計額が

２億5,350万円であり、基準価格の２億5,379

万円に対して29万円の減となっております。 

 障がい者支援課からの説明は以上でござい

ます。よろしくお願いいたします。 

 

○岩本浩治委員長 最後に、議案第37号の説

明をお願いします。 

 

○井藤健康福祉政策課長 健康福祉政策課で

ございます。 

 説明資料の43ページをお願いいたします。 

 議案第37号、専決処分の報告及び承認につ

いてでございます。 

 詳細は、44ページの概要により御説明申し

上げます。 

 当該事案は、新型コロナウイルス感染症患

者搬送用として保健所に配備したレンタカー

について、当該車両の車検の際にフロントバ

ンパー部に破損が見つかり、契約の相手方か

ら損害賠償金の支払いを求められたものでご

ざいます。 

 賃貸者契約期間中に生じた破損であったた

め、過失割合は県が100％、賠償額は２万円

で、既に相手方とは和解を終えております。 

 健康福祉政策課からは以上でございます。

御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○岩本浩治委員長 以上で前半グループの説

明が終わりました。 

 議案等について質疑を受けたいと思いま

す。 

 質疑は、該当する資料のページ番号、担当

課と事業名を述べてからお願いします。 

 また、質疑を受けた課は、課名を言って着

座のままで説明をしてください。 

 それでは、質疑はありませんでしょうか。 

 

○藤川隆夫委員 ５ページの件でお尋ねをし

たいと思います。 

 全数把握がなくなって、65歳以上あるいは

基礎疾患がある方だけ今届けを出すというふ

うな状況になっております。それ以外の方で

陽性者に関しては、ＱＲコードを使って、一

応申出をするような状況になっているかとい

うふうに思っております。その中で、このＱ

Ｒコードを使って実際に登録され、その後、

連絡をして対応されたというのがどの程度あ

るのかというのをまず教えていただければと

思います。 

 また、現在公表されている数字というの

は、それも含めたやつなのか、それとも65歳

以上なのかというのも併せて教えていただけ

ればと思います。 

 

○椎場健康危機管理課長 健康危機管理課で

ございます。 

 まず、御案内のとおり、９月に全数届けの

見直しが行われました。 

 発生届けが出ない方の状況でございますけ

れども、今現在、すみません、細かい数字、

ちょっと分からないですけれども、全体でい

いますと、大体２割から３割程度ぐらいの数

字で、発生届出の対象外の方が出ておりま

す。 

 この１週間で見ますと、療養支援センター

での登録者数になりますけれども、大体率か
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らすると、直近でいいますと12月の12日、例

えば月曜日の時点では、新規報告者数の公表

日ベースでいきますと838件ございました。

このうち、医療機関分が773件、それから、

いわゆる療養支援センターで登録を受け付け

た分、これは医療機関を経由せずに受け付け

た分が大体65件というふうな形になっており

ます。 

 それから、実際にこの医療機関を受診され

た方の中で登録をされた方の率の割合なんで

すけれども、そこは大体４割ぐらいというよ

うな形になっているというところでございま

す。 

 

○藤川隆夫委員 ということは、結局、65歳

以上で基礎疾患ある方は全数病院から登録は

しますとか、それ以外の方が約４割ぐらいし

か登録していないという考え方でいいんです

かね。 

 

○椎場健康危機管理課長 療養支援センター

に登録されている分は、大体４割ぐらいとい

うようなこと。 

 

○藤川隆夫委員 療養支援センター、すなわ

ちＱＲコードから入っていくと、そこにつな

がるじゃないですか。 

 

○椎場健康危機管理課長 そうです。 

 

○藤川隆夫委員 だから、それが約４割ぐら

いということ。 

 

○椎場健康危機管理課長 そうです。 

 

○藤川隆夫委員 ということは、残りの６割

ぐらいの人は、陽性だとしても登録してない

という考え方でいいのかな。 

 要は、逆に言うと、抗原検査なり何なりで

陽性になりました、だけど、在宅でいいです

よといった場合に、結局、登録は医療機関は

しないので、結局、この書類を渡して何日間

は自宅で安静にしなさい、ただ、急変した場

合に連絡しないといけないので、そのため

に、このＱＲコードから入ってくださいよと

いうことは我々は言うんだけれども、実際問

題としては、今言った話でいくと、６割は、

それをしていないという話になるのかな。 

 

○椎場健康危機管理課長 すみません、全体

で申しますと、患者の発生数全体を100とし

た場合に、発生届けの対象者が大体２割ぐら

いになります。そして、残りの８割のうちの

４割ぐらいが療養支援センターに登録してい

るという状況になります。 

 

○藤川隆夫委員 今ので大体分かりましたけ

れども、やっぱり漏れてしまっているという

か、自分たちでいいから、そのままでいいや

という、見てようという方が多いんだなとい

うふうに今感じましたので、それでいいと思

いますけれども、どちらにしろ、それで急変

した場合の体制というのは今も取られている

と思いますけれども、逆に言うと、このＱＲ

コードから今言った形で入っていかないと、

突然電話した場合の対応というのはどうなる

んですかね。 

 

○椎場健康危機管理課長 基本的には、いわ

ゆる陽性者になられた方で、いわゆる療養支

援センターに登録されていない方についても

相談対応を受け付けていますので、その際に

は、実際のその方の個人的な基礎情報の聞き

取りが事前に、その相談の際に行わないとい

けないということで、やや時間を要するとい

った状況が出てくるということでございま

す。 

 

○藤川隆夫委員 分かりました。 

 どちらにしろ、急変された方の対応がきち
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っとできればいいと思っていますので、そう

いうふうなことを含めて頑張っていただけれ

ばと思います。 

 もう１点いいですか。 

 ワクチン接種の件で、ちょっとお尋ねした

いと思いますけれども、今回の２価ワクチン

の接種率があまり上がっていないという現実

があるかと思います。理由としては、今まで

の４回打った中で副反応が強くてもう嫌だと

いう方、あるいはコロナに罹患したからもう

いいだろうという方等々、結構いらっしゃる

と思います。 

 そういうふうなことで、恐らく接種率が上

がらないんだろうなというふうには思ってい

るんですけれども、現時点における接種率と

いうのは把握されていると思いますけれど

も、我々が聞いているのは、20％台の話を聞

いています。これをやっぱり伸ばしていかな

いと、最終的に多くの免疫も獲得できないだ

ろうし、いろんな意味で、また感染は広がっ

ていくというふうに考えていますので、この

接種率をやっぱり上げていくということが大

事になってくるというふうに考えております

ので、その仕組みとか、方法だとか、アナウ

ンスの仕方だとか、その部分を含めて教えて

いただくとともに、集団接種会場が、グラン

メッセが12月12日から稼働し始めていると思

いますけれども、そこの接種率の状況も併せ

て教えていただければと思います。 

 

○樋口薬務衛生課長 薬務衛生課でございま

す。 

 オミクロンの対応ワクチンにつきまして

は、県内で今、全人口の26.8％がオミクロン

のワクチンを打っております。報道でもあっ

ていますとおり、オミクロン対応ワクチンに

つきましては、重症化予防が従来型のワクチ

ンよりもあると。また、今後変異株が現れて

もそれなりの効果があるということで、でき

るだけ年内にこのオミクロン対応のワクチン

を打っていただくよう、市町村とともに周知

を行っております。 

 また、特に、さらなる取組といたしまし

て、現在、関係団体等を通じまして、例え

ば、企業での朝礼とか、あと、職場内のメー

ルを活用した従業員への周知のお願い、ま

た、店舗内でのポスターの掲示等を通じまし

て、周知の広報のほうを図っていただいてい

るところでございます。 

 今後も、年内に希望する方が全て打てるよ

うな接種体制を整えておりますけれども、周

知のほうを市町村とともに図っていきたいと

いうふうに考えているところでございます。 

 また、本県独自の取組といたしまして、今

現在、グランメッセに県民広域接種センター

のほうを10月12日からまた開いておりますけ

れども、現在、１万6,240名の方が広域接種

センターで接種のほうを受けていただいてい

るところでございます。 

 以上です。 

 

○藤川隆夫委員 分かりました。これから

も、今言った２価ワクチンの接種に関して

は、やっぱり広報していかないといけない

し、打つことによるメリットといいますか、

重症化しないということ。これは、やっぱり

アピールしていかないと、なかなか進まない

のじゃないのかな。特に若者を中心に、まあ

いいんじゃないかという感覚の方々が結構増

えているような感覚、私は肌感覚であります

ので、それを踏まえて、そこがかかってしま

うと、基本的には、その周囲の高齢者含め

て、子供含めて罹患させてしまうということ

をやっぱりもう一回徹底しておっしゃってい

ただいて、ワクチン接種へつないでいただけ

ればと思いますので、よろしくお願いいたし

ます。 

 以上です。 

 

○岩本浩治委員長 ほかに。 
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○内野幸喜委員 子ども未来課のほうに、物

価高騰対策事業、これは間接補助を、私学助

成園とか認可外については県が10分の10です

けれども、それ以外のところについては間接

補助で、市町村が実施する場合というふうに

なっています。 

 先ほど課長の説明で、今市町村のほうにも

丁寧に説明しているという話がありました。

もう既に12月議会が閉会となった自治体って

結構あります。そういう中で、今の見通しと

いうか、結局、隣接した市町村でも、隣の市

町はやってて、うちはやらないとかというケ

ースも出る可能性もあるんですね、市町村が

実施する、しないによって。見通しについて

はどんな状況ですか。 

 

○木村子ども未来課長 現状で、まだ市町村

さんの状況を把握をしておりませんので、は

っきりとした見通しというのは持っておりま

せんが、丁寧に今後説明をして理解を求める

中で、実施についての働きかけを行わせてい

ただきたいというふうに考えております。 

 

○内野幸喜委員 これは、定員によって、６

万、20万、36万ですかね。ですから、市町村

が負担するのは６万であれば３万、20万であ

れば10万、と18万と。保育所とかが多い自治

体については、若干金額が張るかもしれませ

んが、小規模自治体であれば、そこまでの金

額にはならないので、できれば、市町村のほ

うには実施してほしいと私も思っています

し、事あるごとに、首長さんなんかと会うと

きは、こういう間接補助がありますから、ぜ

ひ前向きに検討してくださいという話はして

いるので、さっき言ったように、隣の市町は

やってて、うちはやってないとかというケー

スが出ないように、ぜひとも、これからも、

県のほうからも働きかけをお願いしたいなと

いうふうに思います。これは要望で。 

 

○岩本浩治委員長 なら、よろしくお願いし

ます。 

 ほかは。 

 

○前田憲秀委員 御説明ありがとうございま

した。 

 11ページの子ども家庭福祉課の件で、この

新規事業の子ども虐待防止総合推進事業をＳ

ＮＳを活用したという御説明がありました。

今、「いちはやく」、１８９という制度もあり

ますよね。もちろんそれがなくなることでも

ないんでしょうけれども、それとの関係性、

それに加えてというイメージなのか、もうち

ょっと詳しく御説明をいただいていいでしょ

うか。 

 

○岩村子ども家庭福祉課長 ありがとうござ

います。子ども家庭福祉課でございます。 

 現在の１８９という児童虐待緊急ダイヤ

ル、こちらが電話による御相談が主となって

おりますので、御相談者としての割合の中で

は、児童御本人の割合が非常に低くなってい

るというところもございまして、児童御本人

からの相談の利便性を上げるために、１８９

と併せて、今般、国のほうでＳＮＳを活用し

た相談システムを立ち上げるということにな

っておりますので、それを熊本県としても活

用するというような内容になってございま

す。 

 

○前田憲秀委員 ありがとうございました。 

 本人からの意思表示、非常にそれも大事だ

と思うんですけれども、世界的にシグナル・

フォー・ヘルプというんですか、親指を閉じ

るサインがありますけれども、あれは日本で

あんまり浸透してないんですかね。どうなん

でしょうか。本人発信という意識があるんで

すかね。 
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○岩村子ども家庭福祉課長 御本人が、周囲

に分からないように発するサインと。申し訳

ございません。それに関しましては、私ども

のほうでは把握しておりませんでしたけれど

も、電話であれば、なかなか御相談のハード

ルが高いということで、御本人からの相談を

さらに受け付けることが必要なのではないか

ということで、電話もそのまま残しつつ、御

本人が相談しやすいように、ＳＮＳ、ＬＩＮ

Ｅを想定されているというふうに聞いており

ますが、それを想定して、現に、先行して東

京都ですとか大阪府で取り組んでおられま

す。 

 成果として、やはり児童御本人の御相談が

増加しているという効果を踏まえて、国のほ

うでも、今般そのシステムを採用されるとい

うことになりましたので、そのように受け止

めております。 

 

○前田憲秀委員 分かりました。ＳＯＳのサ

インとして、手を開いて親指を入れて、それ

を包み込むという、本人が発信する何かＳＯ

Ｓサインというのがある。なかなか日本でま

だ言われてないんですかね。 

 このＬＩＮＥを使ってということなんです

けれども、例えば、家庭環境で親と子供がい

て、子供がもし虐待を受けているときに、親

はその子供の通話記録といいますか、ＬＩＮ

Ｅも見られる可能性もあるという話も聞いた

ことがあります。そういったことも含めて対

策が広がることはいいことだと思うので、そ

ういうのもしっかり加味した上でやっていた

だきたいなと思います。よろしくお願いいた

します。 

 委員長、もう１点だけいいでしょうか。 

 26ページ、子ども未来課さん。 

 安全装置の件なんですけれども、これ確か

に静岡で痛ましい事故があって、国が主導で

このような施策を行っているんですけれど

も、たしか静岡は、10人乗りのワゴンタイ

プ、ジャンボタクシーみたいなのじゃなかっ

たかと思うんですよ、あの送迎車は。ドライ

バーがちょっと見れば、もう防げることであ

るし、あのときは二重に――園内でその子が

来ていないというのもチェックミスだった

と、本当に人的ミスが重なった悲しい事案だ

ったと思います。 

 この安全装置、確かにありがたいのかもし

れないですけれども、これに頼りっきりじゃ

あ、また私はいかがなものかなと思うんです

よね。アメリカとか外国ではよくあるらしい

んですけれども、外国の通園バスというの

は、もういわゆるバスですもんね。そこがど

うなのかなあという気がします。 

 お聞きしたいのは、この安全装置というの

は、同じ型式のものが障がい者支援課さんも

ありますけれども、同じものがつくのかとい

うのと、いつまでに設置をお願いするのかと

いうのは分かっていらっしゃるんですかね。 

 

○木村子ども未来課長 子ども未来課でござ

います。 

 時期につきましては、今、年内をめどに国

のほうでガイドラインを策定中でございまし

て、このガイドラインを基に定められた仕様

で、設置のほうを義務化するということにな

っております。 

 特定のものになるのか、それとも、ある一

定の仕様を満たせばいいというものになるの

か、ちょっとそこら辺のところはまだ分から

ないのですが、いずれにしましても、このガ

イドラインを踏まえた設置基準を満たす装置

をつけていくということになります。 

 時期につきましては、国のほうからは、来

年の６月末を一つのめどとして現場に設置を

働きかけてほしいという通知がございますの

で、そのような形で取り組んでまいります。 

 ただ、国のほうとしましても、１年間の経

過期間というものを設けてはおられますの

で、その装置をつけられない場合につきまし
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ても、今議員が御指摘されましたように、ヒ

ューマンエラーを防ぐためのチェック、こう

いった体制づくりをやっていただくというこ

とでクリアができるようになっておりますの

で、うちのほうも今実地調査をやっておりま

すが、その実地調査の中では、そういったヒ

ューマンエラーを防ぐ体制づくりについて確

認をさせていただいておりますので、併せ

て、体制とそれから装置、この二段構えで進

めていかせていただければと思っておりま

す。 

 以上でございます。 

 

○前田憲秀委員 ありがとうございました。 

 今課長が言われたヒューマンエラーの防止

というのは、新たにしっかり何か指針みたい

なのができればいいんじゃないかなと私は思

っています。 

 詳しくは聞いてないんですけれども、人が

残っていれば、エンジンを切ったときにブザ

ーが鳴るとか何か、そういう感じの安全装置

になるのや否やみたいなの聞いていますの

で、果たしてそれで安心できるのかというの

はもう強く思いますので、ヒューマンエラー

防止措置をしっかりと検討していただければ

なと思っています。よろしくお願いします。 

 

○岩本浩治委員長 ほか、質疑ありませんで

しょうか。 

 

○山本伸裕委員 部長総括説明の中で言われ

た、コロナ感染の受入れ病床を増やすという

ようなお話に関してお尋ねしたいんですけれ

ども、さらっと言われましたですけれども、

果たしてそれが可能な状況なのかということ

ですね。 

 私、医療関係者の方からお話を伺ってきた

んですけれども、この今回の第８波の感染拡

大というのはもう尋常ではないと、もう爆発

的な感染拡大が広がっている状況の中で、医

療機関の中でもクラスターの発生がかなり広

がってきていると伺っております。 

 入院患者さんの中でのクラスターであった

り、それだけでなく、スタッフの中でも感染

拡大がかなり生まれていると。もう病院の体

制が回っていかないような危機的な状況の中

で、もう入院患者は断らざるを得ないと、入

院できないと、そして救急も受け入れられな

いというような状況になってきていると。そ

して、救急搬送の困難事例というのが、先日

ちょっと伺ったら、かなり急激に数が増えて

きているというようなお話も伺いました。 

 要するに、もう病院が救急患者を受け入れ

られないということで、たらい回し状況にな

っているわけですよ。そんな状況の中で、果

たして受入れ病床を増やせるのかという問題

ですよね。 

 今説明いただいたように、外出自粛要請等

の強い行動制限は行わないんだと、ウィズコ

ロナの方針でいくんだと。そのしわ寄せが医

療機関に集中しているようなことになってい

るんじゃないか。これ以上の感染拡大を食い

止めるための行動制限を取らないというので

あれば、医療体制を抜本的に強化、拡充して

いかないといけない。 

 ところが、実態を伺ったら、もう診療報酬

は削られているし、人を増やしたくても増や

せないと、もうぎりぎりの状況でやっている

と。世間はボーナスのアップだとか言ってい

るけれども、ボーナス出せるか、出せるとし

ても、かなりカットしないといけないと、そ

ういうようなぎりぎりの状況の中でやってい

る中で、果たして医療機関に受入れ病床を増

やしてくれというようなだけで、それができ

るのかというようなことを県はどういうふう

にお考えなのかということをお尋ねしたいと

思います。 

 

○下山健康局長 健康局長の下山でございま

す。 
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 議員御指摘のとおり、医療機関でクラスタ

ーが発生している事例もございまして、それ

が一つの受入れの困難になっているような地

域もございます。 

 しかしながら、これまでも医師会、それか

ら熊大等お願いしてまいりましたように、状

況を見ながら必要に応じて増やしていくこと

をやっていくことになろうかなと思っており

ます。 

 スタッフのほうも感染をされている方もい

ますけれども、そこは、一般病床とのバラン

スの中で、医療機関もバランスを取りながら

やっていただいておりますので、患者さんが

増えれば、その辺のバランスを取りながらま

た増やしていただくとか、あと、後方医療機

関というのもございまして、ある程度症状が

落ち着いたら後方医療機関のほうで診ていた

だくというような体制等もございますので、

その辺をうまく連携させながら、混乱が起き

ないように、医療体制の充実に向けてしっか

り取り組んでまいりたいと思っております。 

 

○山本伸裕委員 今、かなり体制の確保が間

に合っていないというようなお話を聞いた中

で伺ったのは、人材の不足というよりも、増

やしたくても増やせないと、もうぎりぎりの

状況だというようなことを伺ったんですよ

ね。そういう点では、やっぱり支援ですよ

ね、患者を受け入れられる、そして、施設が

十分受け入れる体制が整備できるというよう

な支援がやっぱり必要ではないかと。 

 そういう意味では、ちょっとやっぱり県

も、そういった環境確立のための支援という

のは検討していくべきではないかというふう

に思うんですけれども、それはどうでしょう

か。 

 

○下山健康局長 看護協会等にお願いをいた

しまして、医療機関への支援体制というの

も、ナースを派遣する仕組みというのを持っ

ております。また、高齢者施設についても、

緊急時は、もちろん医療機関で受け入れます

が、可能な方は施設のほうでできるだけ受け

入れていただき、医師を派遣するような仕組

み、それから、業務が継続できるような派遣

の仕組み等もございます。その辺を総合的

に、先生おっしゃるように、いろんな支援体

制を駆使しながら、全体として、療養者が安

全に管理できるような形で進めてまいりたい

と思っております。 

 

○山本伸裕委員 医師や看護師を増やすに十

分な支援の規模をぜひお願いしたいというよ

うなことで、お願いします。 

 

○三牧政策審議監 政策審議監でございま

す。 

 先ほど、山本委員のほうから、受入れ病床

を増やすということが可能なのかというお尋

ねございましたが、確かに、部長のほうか

ら、受入れ病床を増やす予定ということで発

言しております。 

 これは、現在、本県が最大確保病床が

1,072床を確保しております。その中で、県

全体では、それを段階的に切り替えて病床を

増やしていく、つまり、これは一般病床との

バランスを取りながらやっていくというやり

方でやっております。 

 現在、県全体ではフェーズ２ということで

やっておりまして、熊本市内のほうがちょっ

と発生者数が多いから緊急病床ということで

増やして、そのフェーズを上げて、つまり、

今まで確保していた病床をコロナ病床に切り

替えてやっていきますということで、直ちに

対応できる体制は整えている状況ですので、

補足させていただきます。 

 

○山本伸裕委員 コロナ受入れのための体制

に切り替えたら、その分の特別のスタッフの

確保というのが必要になるんじゃないです
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か。 

 

○三牧政策審議監 その分も含めまして、各

医療機関とは調整を進めております。 

 なお、大クラスターが発生しているコロナ

受入れ医療機関はございますので、そこでは

対応できないということは重々県としては承

知しているところでございます。 

 

○岩本浩治委員長 山本委員、よろしゅうご

ざいますか。 

 

○山本伸裕委員 はい。 

 

○岩本浩治委員長 ほかにないでしょうか。 

 それでは、ないようですので、以上で前半

グループの質疑を終了します。 

 それでは、説明員の入替えを行いますの

で、休憩します。 

 11時10分から再開をしたいと思います。 

  午前11時６分休憩 

――――――――――――――― 

  午前11時11分開議 

○岩本浩治委員長 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 後半グループの健康福祉部２課及び病院局

について、付託議案の審査を行います。 

 なお、説明は、効率よく進めるために、着

座のまま簡潔に行ってください。 

 また、本日の委員会は、インターネットで

中継しておりますので、発言内容が聞き取り

やすいように、マイクに向かって明瞭に発言

いただきますようお願いします。 

 それでは、議案第１号から説明をお願いし

ます。 

 

○阿南医療政策課長 医療政策課です。 

 説明資料16ページをお願いします。 

 補正予算では、新規１事業を計上してお

り、公衆衛生総務費で13億1,596万円余の増

額補正をお願いしております。 

 事業名は、右説明欄のとおり、物価高騰対

策事業、医療機関等分です。事業内容は、物

価高騰の影響を受ける医療機関等への支援に

要する経費となります。 

 なお、事業の背景としましては、医療機関

においても光熱水費等の単価が上がっており

ますが、国が定める診療報酬で診療代金が定

められており、医療機関独自に代金を上げる

ことができません。このため、医療機関の負

担軽減のため、上昇分の一部を支援し、安定

的な医療体制の確保を目的に、本事業を実施

するものでございます。 

 また、支援金額につきましては、病床及び

４床以上の診療所は１床当たり３万円、３床

以下の診療所は一律10万円、助産所及び施術

所は一律５万円を予定しています。 

 医療政策課は以上です。御審議のほどよろ

しくお願いします。 

 

○樋口薬務衛生課長 薬務衛生課でございま

す。 

 説明資料17ページをお願いいたします。 

 生活衛生指導費でございますが、1,158万

円の増額をお願いしております。 

これは、原油価格、物価高騰の影響を受け

る一般公衆浴場への支援に要する経費でござ

います。 

 次に、薬務費でございますが、5,490万円

余の増額をお願いしております。 

 右の説明欄を御覧ください。 

 (1)医療物資供給支援事業につきまして

は、489万円余の増額をお願いしておりま

す。 

これは、医療機関への医療物資の購入に要

する経費の増でございます。 

 次に、(2)物価高騰対策事業(薬局分)につ

きましては5,000万円余の増額をお願いして

おります。 

これは、原油価格、物価高騰の影響を受け
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る薬局への支援に要する経費でございます。 

 薬務衛生課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○岩本浩治委員長 続いて、病院局の審査に

移ります。 

 病院事業管理者から総括説明をお願いしま

す。 

 

○渡辺病院事業管理者 病院局でございま

す。 

 本議会に提出しております病院局関係の議

案の概要について御説明申し上げます。 

 今回提出しておりますのは、予算関係２議

案でございます。 

 まず、議案第６号、令和４年度熊本県病院

事業会計補正予算(第１号)でございますが、

令和５年４月１日から継続して実施する必要

がある庁舎管理業務等につきまして、債務負

担行為の設定をお願いするものでございま

す。 

 次に、追加提案しております議案第50号、

令和４年度熊本県病院事業会計補正予算(第

２号)でございますが、人事委員会勧告に沿

った給与改定に伴う職員給与の増額をお願い

するものでございます。 

 詳細につきましては、総務経営課長から御

説明いたしますので、御審議のほどよろしく

お願い申し上げます。 

 

○岩本浩治委員長 引き続き、担当課から議

案第６号の説明をお願いします。 

 

○川上総務経営課長 説明資料の18ページを

お願いいたします。 

 補正予算、債務負担行為の設定についてで

ございます。 

 こころの医療センターの業務のうち、庁舎

等管理、給食の業務委託につきましては、令

和５年４月１日から業務を行うため、今年度

中に契約事務を行う必要がございます。この

ため、庁舎等管理業務において7,544万円

余、給食業務においては、３年契約の更新時

期に当たりますので、令和５年度から７年度

までの３億342万円余の債務負担行為の設定

をお願いするものであります。 

 議案６号については以上でございます。 

 

○岩本浩治委員長 次に、議案第50号の説明

をお願いします。 

 

○川上総務経営課長 資料は、38ページをお

願いいたします。 

 先ほど総括説明にありましたとおり、人事

委員会勧告に沿った給与改定に伴う増額補正

といたしまして、総額623万円余の増額をお

願いするものでございます。 

 説明については以上でございます。御審議

のほどよろしくお願いいたします。 

 

○岩本浩治委員長 以上で後半グループの説

明が終わりましたので、議案等について質疑

を受けたいと思います。 

 質疑は、該当する資料のページ番号、担当

課と事業名を述べてからお願いします。 

 また、質疑を受けた課は、課名を言って着

座のままで説明をしてください。 

 それでは、質疑はございませんか。――質

疑はないようですので、以上で後半グループ

の質疑を終了いたします。 

 それでは、ただいまから、本委員会に付託

されました議案第１号、第６号、第30号、第

32号、第37号、第44号及び第50号について、

一括して採決したいと思いますが、御異議あ

りませんでしょうか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり) 

○岩本浩治委員長 異議なしの発言を頂きま

した。一括して採決いたします。 

 議案第１号外６件について、原案のとおり

可決または承認することに御異議ありません
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か。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり) 

○岩本浩治委員長 御異議なしと認めます。

よって、議案第１号外６件は、原案のとおり

可決または承認することに決定いたしまし

た。 

 次に、今回付託された請第44号を議題とい

たします。 

 請第44号について、執行部から状況の説明

をお願いします。 

 

○木村子ども未来課長 子ども未来課でござ

います。 

 付託請願について御説明いたします。 

 請第44号としまして、「県の乳幼児医療助

成制度を一日も早く『子ども医療費助成制

度』にして下さい」が提出されております。 

 提出者は、新日本婦人の会熊本県本部、会

長西山澄子さんです。 

 請願項目は３つございますので、それぞれ

の項目につきまして御説明いたします。 

 まず、請願項目の１は、本県の医療費助成

制度の対象年齢を高校３年生まで拡充するこ

とでございます。 

 県が負担する子ども医療費助成の対象年齢

については、現行では、通院、入院ともに４

歳未満とされていますが、今定例会の知事答

弁で、市町村と一緒に県全体で子ども・子育

て施策の底上げを図るため、来年度から拡充

するとの方針が表明されたところでございま

す。 

 拡充内容としましては、通院費は就学前ま

で、通院費と比較して高額となる入院費は、

義務教育期間まで拡充する方向で検討を進め

てまいります。 

 次に、請願項目の２は、国に対して、18歳

までの医療費無料化を国の制度として早期に

実現することを要望することでございます。 

 県では、全国統一的な子供医療費助成制度

の創設について、既に、全国知事会などを通

じて、機会あるたびに国に要望をしておりま

す。今後も引き続き、全国知事会と連携し

て、しっかり要望してまいります。 

 請願項目の３は、国庫補助の削減、ペナル

ティーを全廃することを県として要望するこ

とですが、県では、国保の国庫負担金の減額

調整措置を全廃することについて、請願項目

の２と同様に、既に、全国知事会などを通じ

て、国に要望しているところでございます。 

 説明は以上でございます。 

 

○岩本浩治委員長 ただいまの説明に関しま

して、質疑はありませんでしょうか。 

 

○藤川隆夫委員 再度ちょっと確認させてい

ただきますけれども、知事会で国庫補助の減

額に関しても言っているし、18歳未満の医療

費、この２番に関しても、知事会でずっと言

っているということですよね。これも結構前

から言っていると思いますけれども、知事会

のほうで、いろんな形で発言されているとい

うふうに思っておりますので、このこと自体

も、既に行われているということでいいです

よね。 

 もう一つちょっと気になるのは、18歳まで

となっていますけれども、結局、中卒で仕事

されている方は、実際保険料も払われている

わけじゃないですか。実際に税金も払ってい

ると。そういうふうな方は、結局、これから

いうと、そういう人たちは漏れる話になって

きますよね。 

 そういう意味において、整合性というの

が、要は取れるのかなというのをちょっと私

は危惧してるところが１つあるので、それは

そのとおりでいいんですよね。今言った形

で、結局、実際に税金払って保険証も持って

いる人は対象外になるんでしょう、これ、結

局は、この話からは。ちょっと確認。 

 

○木村子ども未来課長 子ども未来課でござ
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います。 

 今御質問の点につきまして、もしも高校３

年生まで拡充をした場合に、当然ながら、中

学校を卒業して働いている方たちについての

検討というのが出てくるかと思います。 

 それから、市町村におかれても、実際に今

高校３年生まで拡充しているところがござい

ますけれども、私のほうで把握している資料

では、高校３年生までといった場合には、や

はり親の扶養に入っていらっしゃる方を対象

としておられるということで、働いていらっ

しゃる方は、現状、この子供医療費助成制度

の対象とはなっておりません。 

 以上でございます。 

 

○藤川隆夫委員 そういう意味において、今

回県のほうで、通院に関しては就学前まで、

入院に関しては義務教育の範囲までは見ると

いうことで、私は、今回知事が表明されたこ

とは妥当なことだというふうに考えておりま

すので、今回のこの請願に関しては、ちょっ

と先へ行き過ぎているのかなという気がして

仕方ないというのが私の感想であります。 

 以上です。 

 

○岩本浩治委員長 よろしゅうございます

か。 

 

○藤川隆夫委員 はい。 

 

○岩本浩治委員長 ほかに。 

 

○山本伸裕委員 今の御説明、３点、要望項

目があるというようなことで、１点目の件に

関しては、先ほどの請願者の方からの説明の

中にもありましたですけれども、県内市町村

の８割が既に高校３年生までの助成を実施し

ていると。ただ、住む場所によって格差があ

ることはよくないというような趣旨を言われ

たと思うんですけれども、その趣旨について

は、県もそうだというふうにお考えであろう

というふうに思うんですよね。 

 それから、２番目、３番目に関しては、知

事会でも要望しているし、県でも繰り返し要

望されているというようなお話でありまし

た。 

 そういう点では、この請願の趣旨そのもの

が、決して今県が取り組んでいる方向と違っ

た方向を要望しているわけではないというふ

うに言えるんじゃないかというふうに思いま

す。 

 そういう点では、県執行部の皆さんが国に

要望されているのと同じように、議会として

も、議会の総意として、やはり同じ方向をぜ

ひ実現していこうじゃないかというようなこ

とで、この請願を採択することは大きな意味

があるのではないかというふうに考えます。

 私のほうからは以上です。 

 

○岩本浩治委員長 ほかに質疑ありませんで

しょうか。 

  （「ありません」と呼ぶ者あり) 

○岩本浩治委員長 なければ、採決に入りた

いと思います。 

 請第44号について、いかがしますか。 

  （「採択」「不採択」と呼ぶ者あり) 

○岩本浩治委員長 それでは、採択と不採択

の意見が出ました。両方の意見が出ておりま

すので、挙手で決めたいと思います。 

 採択の先生、挙手をお願いします。 

  （賛成者挙手) 

○岩本浩治委員長 それでは、挙手によりま

して、請第44号は、不採択とさせていただき

ます。 

 それでは、ただいま不採択ということにな

りましたので、44号については不採択と決定

いたします。 

 以上でございます。 

 それでは、閉会中の継続審査事件について

お諮りいたします。 
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 議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査することを議長に申し出ることとし

てよろしいでしょうか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり) 

○岩本浩治委員長 それでは、異議なしとい

う声でございますので、そのように取り計ら

いたいと思います。 

 次に、その他に入ります。 

 執行部からの報告の申出が３件あっており

ます。 

 まず、報告について、執行部の説明を求め

た後、一括して質疑を受けたいと思います。 

 それでは、報告をお願いします。 

 

○井藤健康福祉政策課長 健康福祉政策課で

ございます。 

 厚生常任委員会報告資料１ページをお願い

いたします。 

 次期熊本県やさしいまちづくり推進指針の

策定について御説明申し上げます。 

 まず、１の目的でございますが、この指針

は、熊本県高齢者、障害者等の自立と社会的

活動への参加の促進に関する条例、通称やさ

しいまちづくり条例に掲げる基本方針に基づ

く施策を計画的に実施するとともに、熊本地

震からの復旧、復興において、早い段階から

やさしいまちづくりの視点を導入するため、

平成29年度に策定したものでございます。 

 現行指針では、推進期間をおおむね３年程

度としていること、また、社会情勢の変化等

を指針に反映する必要があることから、今年

度中の改定を進めております。 

 ２の計画期間でございますが、当該指針が

ガイドライン的な性格であることを踏まえ、

今後は指針としての期間を定めず、大きな情

勢の変化等のある際に、必要に応じて見直す

こととしております。 

 ３の基本的な考え方でございますが、社会

情勢の変化等を踏まえ、次の目標、目指す姿

を掲げ、６つの推進方向を定めて施策を推進

することとしております。 

 目標は、災害や感染症により変容する社会

の中で、高齢者や障害者等を取り巻く意識上

のあるいは物理上の障壁がない状態を目指

し、誰一人取り残さないくまもとづくりを推

進するとしております。 

 次に、施策の推進方向でございますが、主

な変更点は１か所になります。 

 災害の経験を踏まえまして、④のくらしの

安全安心を確保するためのバリアフリーの項

目から⑤を独立させまして、災害時の安全安

心を確保するためのバリアフリーとして、内

容の充実を図ることとしました。 

 最後でございますが、４のスケジュールに

ついて、今後パブリックコメントを実施した

上で最終案を作成し、２月議会の本委員会で

の報告の後、今年度中に策定、公表を行いた

いと考えております。 

 次のページに素案の概要資料を添付してお

りますので、後ほど御覧いただければと思い

ます。 

 健康福祉政策課からは以上でございます。 

 

○椎場健康危機管理課長 報告事項の資料の

３ページをお願いします。 

 第３次熊本県動物愛護推進計画の中間見直

しについて御報告させていただきます。 

 まず、１の目的でございますが、この計画

は、動物の愛護及び管理に関する法律に基づ

きまして、県の動物の愛護及び管理に関する

施策を推進するための計画として策定してい

るものでございます。 

 今年度は、第３次計画の中期計画の期間の

中間年度に当たるため、現在、見直しの作業

を行っているところでございます。 

 ２の計画期間でございますけれども、平成

30年度から令和９年度までの10年間となって

おります。 

 ３の中間見直しに当たっての考え方でござ

いますが、第３次計画策定後のこれまでの取
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組を検証いたしまして、新たな課題に対応す

るための効果的な施策について、中間見直し

を行うこととしております。 

 第３次計画の進捗状況といたしまして、犬

猫の殺処分ゼロを目指すための入り口、出口

の対策によりまして、捕獲頭数、引取り頭

数、譲渡率、返還率につきましては、令和９

年度の目標値を既に達成をしております。ま

た、もしくは達成できる見込みとなっている

ところでございます。 

 一方で、動物に関する苦情は増加しており

まして、狂犬病予防注射の接種率も、目標値

を下回る見込みであることから、飼い主への

適正飼養の啓発が引き続き必要な状況となっ

ております。 

 また、新たな課題、動向といたしまして、

社会状況の変化や令和元年の動物愛護管理法

の改正、さらに、現在整備を進めております

新たな動物愛護センターでの取組などを、熊

本県の現状を踏まえまして、新たな施策とし

て盛り込むこととしております。 

 ４の見直しの主な内容でございますけれど

も、まず、１点目でございますけれども、新

たな課題に対応するための施策としまして、

マイクロチップ等の所有者明示措置の推進、

それから、動物の遺棄、虐待防止、多頭飼育

に起因する問題への対応を追加していきたい

と思っております。 

 次に、２点目としまして、新たな動物愛護

センターを拠点とした動物愛護を推進する取

組のため、愛護の啓発、教育の推進、愛護活

動の推進、譲渡活動の強化、適正な動物の保

護を追加することとしております。 

 ５のスケジュールのところでございますけ

れども、今後パブリックコメントを実施いた

しまして、２月議会の本委員会に御報告をさ

せていただいた後に、今年度末までに計画の

見直しを終えたいというふうに考えておりま

す。 

 次の４ページのほうに中間見直しの概要を

添付させていただいております。 

 資料の中で、中間見直しに当たっての考え

方の左側のほうになりますけれども、中ほど

に、現在の計画の進捗状況等を指標も含めて

記載をしております。 

 また、資料の右側のほうですけれども、中

間見直しのイメージとして施策の項目を記載

しております。赤字で書いているところが、

今回追加変更を行うところになります。 

 説明は以上でございます。よろしくお願い

します。 

 

○米澤障がい者支援課長 障がい者支援課で

ございます。 

 報告事項資料の５ページをお願いいたしま

す。 

 第３期熊本県自殺対策推進計画の策定につ

いてでございます。 

 計画の概要につきましては、次の６ページ

に記載をしておりますが、この５ページの資

料で御説明させていただきます。 

 まず、１、計画策定の趣旨、経緯について

ですが、平成30年３月に策定いたしました現

行の第２期計画が今年度末で終了することに

伴い、自殺対策基本法及び国の自殺総合対策

大綱に基づき、国の自殺対策としての指針と

して、今後も引き続き、自殺対策を計画的か

つ効果的に実施していくために策定するもの

でございます。 

 次に、２、計画期間についてですが、令和

５年度から令和９年度までの５か年間として

おります。 

これは、国の自殺総合対策大綱がおおむね

５年を目途に見直すこととされていることか

ら、この見直しのサイクルに合わせたもので

ございます。 

 次に、３、計画策定の基本的な考え方につ

いてですが、基本理念を、誰もが自殺に追い

込まれることのない「支え合う熊本」の実現

を目指すとし、①社会的な要因も踏まえ、総
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合的に取り組むから、⑦自殺者の名誉及び生

活の平穏への配慮を認識して取り組みますま

で、７つの基本方針を定めています。 

 ①から⑥までは現行の計画と同様であり、

⑦につきましては、今般の国の大綱見直しで

新たに盛り込まれたものでございます。 

 次に、４、第２期計画からの主な変更点に

ついてですが、国の自殺総合対策大綱も踏ま

え、新型コロナウイルス感染症の影響によ

り、雇用問題や配偶者暴力など、顕在化した

課題を踏まえた女性に関する支援の項目を新

設したほか、自殺対策に係る人材育成をさら

に進めるため、自殺予防ゲートキーパーの研

修対象を拡大したり、自殺リスクの低減を図

るため、ＳＮＳ等のＩＣＴを活用した自殺対

策を強化することなどの取組を進めることと

しております。 

 最後に、今後のスケジュールについてです

が、12月下旬から１月下旬までパブリックコ

メントを実施し、２月議会での御報告後、３

月下旬の計画策定を予定しております。 

 障がい者支援課からは以上でございます。

よろしくお願いします。 

 

○岩本浩治委員長 以上で執行部の報告が終

わりました。 

 質疑を受けたいと思います。何か。 

 

○藤川隆夫委員 第３次熊本県動物愛護推進

計画の中の見直し案のところの一番右下に、

動物由来の感染症への対応となっていますけ

れども、何を想定しているのかなというのが

１つ教えていただければ。 

 

○椎場健康危機管理課長 この動物由来の感

染症につきましては、もともと、今マダニだ

とかいろんな動物由来の感染症がございます

ので、そういった動物由来の感染症、特に、

人といわゆる動物の距離が近くなっていると

いいますか、そういったこともございまし

て、特定の感染症というよりも、動物由来の

感染症に対する知識を深めていくということ

で、そういったこと全体について啓発をして

いきたいというふうに考えているところでご

ざいます。 

 

○藤川隆夫委員 今ので特定の動物ではなく

て、全般的な話ということでよく分かりまし

た。 

 ただ、狂犬病に関してワクチン接種が全然

進んでいないと、６割ぐらいだと思っておる

んですけれども、やはりかかってしまうと致

死的な話になるんで、できれば、この狂犬病

のワクチン接種を進めるような話も、いろん

な場面でしていただければと思います。 

 私が議員になる前は強制接種だったんです

よ、25年ぐらい前までは。ただ、その後、任

意接種になって、非常に接種率が落ちてきて

今の現状がある。だから、東南アジア等狂犬

もいますので、一回入ってきて広がってしま

うと、もう止めようがなくなるので、そうい

う意味も含めて、この狂犬病に関してはおっ

しゃっていただきたいと思いますし、また、

それ以外のものも当然あると思いますので、

それへの対応も併せてお願いしたいと思いま

す。よろしくお願いします。 

 以上です。 

 

○岩本浩治委員長 よろしゅうございます

か。 

 お願いしときます。 

 

○椎場健康危機管理課長 しっかり取り組ん

でいきたいと思います。 

 

○岩本浩治委員長 ほかに。 

 

○前田憲秀委員 最後に御説明いただいた自

殺対策推進計画についてお尋ねをしたいと思

います。 



第５回 熊本県議会 厚生常任委員会会議記録（令和４年12月16日) 

 - 23 -

 事前に資料も見させていただいて、自殺者

数も九州で２番目に多い。死亡率も九州で３

番目に多い。カラー刷りのチラシのほうを見

てみると、熊本県における自殺者の現状とい

うのは、近年は下げ止まりの傾向が見られる

というんですけれども、これは、最終的に、

目標は自殺者ゼロというわけにはいかないん

ですよね。 

 

○米澤障がい者支援課長 ありがとうござい

ました。 

 最終的には、議員御指摘のとおり、ゼロと

いうところが究極的な目標になるかと思って

おりますが、なかなか現状を踏まえますと、

そこまでの、すぐすぐにゼロに向けてという

ところは正直難しいというところもあるかと

思います。 

 なので、今御覧いただいているカラー刷り

の資料の第３章の目標というところにもござ

いますけれども、国のほうでも、まずは令和

８年までに10万人当たりの自殺者数、自殺死

亡率というふうに呼んでおりますけれども、

これを13.0を目指すということを目標として

おりますので、本県といたしましても、まず

は国の目標と同じところを、とりあえず一番

近くのゴールとして設定して、そこに向けて

取組を進めていきたいというふうに考えてお

ります。 

 以上でございます。 

 

○前田憲秀委員 ありがとうございました。 

 全国的な傾向、また九州、また熊本の傾

向、様々あると思いますので、一人でも多く

の命が救えるように頑張っていただきたいと

思います。よろしくお願いします。 

 以上です。 

 

○岩本浩治委員長 ほかに何かありませんで

しょうか。 

 

○松村秀逸委員 先ほどの藤川委員の関連で

ございますけれども、狂犬病の、昔は強制だ

ったということですが、今任意ということ

は、このいきさつはどういう意味ですか。特

に今、一般的に家の中に犬を飼っている方非

常に多いんですけれども、逆に、それをやっ

たほうがいいのかなと思ったんですけれど

も、その理由をちょっとお尋ねさせていただ

けますか。 

 

○椎場健康危機管理課長 健康危機管理課で

ございます。 

 すみません。狂犬病については、少なくと

も国内においては今確認されて――いわゆる

外国から持たれてきている方はいらっしゃる

かと思いますけれども、国内においては今確

認はされていないという状況ですけれども、

狂犬病予防法上は、接種をしなくてはいけな

いというふうになっております。 

 すみません、ちょっとここについてはもう

一度改めて、ちょっと経緯も含めて確認をさ

せていただいて、御報告させていただきま

す。 

 

○松村秀逸委員 分かりました。 

 

○岩本浩治委員長 後日、説明をお願いして

おきます。 

 ほかにありませんでしょうか。 

 なければ、これで報告に対する質疑を終了

します。 

 次に、その他に入りますが、ここで、私の

ほうから１つ御提案がございます。 

 さらなる委員会活動の活性化に向けた取組

の一つとして、常任委員会ごとに１年間の常

任委員会としての取組の成果を、２月定例会

終了後に県議会のホームページで公表するこ

ととしております。 

 つきましては、これまで委員会で各委員か

ら提起された要望、提案等の中から、執行部
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において取組の進んだ項目について、私と副

委員長で取組の成果(案)を取りまとめた上

で、２月定例会の委員会で委員の皆様へお示

しし、審議していただきたいと考えておりま

すので、よろしいでしょうか。 

  （「はい」と呼ぶ者あり) 

○岩本浩治委員長 それでは、そのようにさ

せていただきます。 

 最後に、委員の皆様から何かありませんで

しょうか。質問をお受けしたいと思います。 

 

○内野幸喜委員 これは、先日、実はちょっ

と説明も受けたんですが、健康危機管理課、

椎場課長のほうに、これは質問というよりも

要望ですね。 

 食品衛生法の改正ということで、これは去

年の６月１日に改正されているんですけれど

も、その改正によって水産製品製造業、それ

から液卵製造業、漬物製造業が、許可が必要

な業種として新設されたということなんです

ね。 

 これは経過措置が設けられてまして、令和

６年の５月31日までに許可を取得することが

求められているということになっています。 

 水産製品製造業の中に雑節とか煮干しとか

というのが含まれてまして、これは今まで許

可が不要だったんですね。雑節、煮干しは天

草で結構業としてやっていらっしゃる方が多

くて、今後これが許可が必要になると、施設

の基準を満たさないといけなくなるというこ

とで、現状は、これまで不許可であったため

に、施設基準とのやっぱり乖離が大きいんで

すね。 

 そうなると、この雑節とか、結構地域の雇

用も守っていますし、私も聞いたところ全国

でも一大産地らしいんですよね。やっぱりそ

ういった業を守っていかないといけないと。 

 今後、施設基準を満たすためには、結構な

設備投資がかかるということで、仮にこれ

で、ちょっと業を畳もうかというふうになっ

てしまうと、地域の経済にとっても非常に大

きな影響が出ます。 

 これは去年改正されたんですけれども、な

かなかこの件をまだまだ御存じない方もいら

っしゃったみたいで、やっぱり県のほうに

は、これの告知というか、こうやってもう、

あと３年しかないんですよということを伝え

ていただきたいというのと、これは健康危機

管理課のほうで、これは規制をかけるほうで

すね、どちらかというと。 

 ただ、さっき言った設備投資とかになる

と、やっぱり支援も必要になってきますの

で、これは、健康危機管理課だけではなく

て、商工であったりとか、企画のほうも含め

て、何かしら支援を行うような方向に持って

いっていただいて、ちゃんとこれからも伝統

産業として残っていけるような環境をつくっ

ていただきたいなというふうに思いますの

で、ぜひともそこをよろしくお願いしたいと

いうふうに思います。 

 これは要望ですので、ぜひお願いしたいと

いうふうに思います。 

 以上です。 

 

○椎場健康危機管理課長 健康危機管理課で

ございます。 

 委員からお話ありましたとおり、食品衛生

法の改正が、これは平成30年の６月に行われ

まして、関係政令等の改正を行いまして、令

和３年６月１日から施行がされているという

ものでございます。 

 この間、法の公布からですけれども、県の

ほうでもリーフレットの配布、新聞広報、県

のホームページ掲載を通じて、改正内容の周

知に努めてきたところでございますし、保健

所においても、個別の相談に対応してきたと

ころでございます。 

 お話ししたとおり、今回の改正で、営業許

可の業種が再編をされまして、先生からお話

のあったとおり、新たに規制の対象となる業
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態が出てきましたということで、その中で、

水産製品製造業につきましては、雑節なり煮

干し製造業、こういったところが新たな規制

の対象になるということで、こちらについて

は、今回のいわゆる法の施行時点で、令和３

年６月１日時点で既に営業している事業者に

つきましては、経過措置が設けられておりま

して、令和６年の５月末までに営業許可を取

得する必要があるということでございます。 

 我々のほうでも、こういったところがござ

いまして、今現在、施設の調査なりを進めて

いるところでございます。今回、法の許可対

象になってなかった、新たに規制の対象にか

かる雑節なり煮干し、シラス干し等の製造業

者につきましては、一部の業者には、施設基

準との乖離があるというふうなところも承知

をしているところでございます。 

 また、これまで許可対象でなかったという

こともありまして、我々の周知のほうも十分

行き届いていないといったところもあるかと

思います。 

 そちらも含めまして、今後ですけれども、

関係部局、農林水産部、あるいは商工労働

部、そういったところも含めまして、情報共

有しながら、また、施設訪問等の実態を把握

しながら、情報共有して、全庁的な対応につ

なげていければというふうに思っておりま

す。よろしくお願いします。 

 

○内野幸喜委員 ぜひよろしくお願いしま

す。 

 

○岩本浩治委員長 ぜひ全庁的に、補助金と

かいう問題も出てくるでしょうから、そうい

うことで議論をしていただきたいと思いま

す。 

 ほかに。 

 

○藤川隆夫委員 先ほどの議案のときに話を

すればよかったのかもしれませんけれども、

今回のコロナ第８波の中で救急外来がいろん

なところで止まっている状況が出てきていま

す。 

 そういう意味において、それを補完するよ

うな形で、医療圏ごと、あるいはその医療圏

を越えて、あるいは荒尾であれば大牟田と、

あるいは水俣であれば出水と、そういうふう

な形で救外を補完できるような体制をぜひつ

くっておいていただいたほうが、これから年

末年始迎えます。いろんな病院開くと思いま

すけれども、やっぱり救急の対応というのは

それなりのところでしないといけないと考え

ていますので、それを補完するような形での

仕組みと、これは消防も含めてなんですけれ

ども、情報の共有といいますか、この期間

は、この救急外は開いているけれども、ここ

は閉まっているだとか、そういうふうな情報

の共有、それも併せてできるような仕組みを

ぜひつくっておいていただければと思ってお

ります。 

 これも、あくまでも要望で構いませんの

で、お願いしたいと思います。よろしくお願

いします。 

 

○岩本浩治委員長 よろしくお願いします。 

 ほかにないでしょうか。 

 

○髙木健次委員 １部、２部総括してのちょ

っと要望になりますけれども、保育園で、い

ろいろ今回虐待の状況というのが新聞等に載

りましたけれども、保育士さんが１歳児に虐

待をするとか、そういう事件も頻繁に出てま

すよね。これはやっぱり保育園の実態という

か、その辺もいろいろあるんじゃないのかな

ということで、保育園の職場定数ですかね。

例えば、１歳児は１人の職員で６人とか、４

歳児だったら１人で40人とか、国の制度とい

うのがあるようですが、新聞でもこれは出て

いますけれども、やっぱり団体で保育士さん

がそういうことをやるということは、何か１
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人でやるのとまた団体というのは違うような

感じがするんですよね。 

 ですから、保育園のその実態というのも非

常に問題があるのかなという感じで、これ

は、国に対しても、相当その定数とか見直し

をということで出ているんですけれども、な

かなか改善できない。 

 これは、１つは、保育士の不足とか、教職

員もそうですよね。今本当に人材不足という

ことで、そういう状況から出てくるような事

案もあると思うんですよね。ですから、その

辺はしっかり、保育園とか市町村を通して、

やっぱりその辺の内容の指導とかも必要なの

かなというふうに思います。 

 自殺の問題もそうですけれども、やっぱり

熊本県は中くらいに位置しているということ

で、全体から取れば、真ん中ぐらいというこ

とですけれども、やっぱり自殺者をなくすた

めには、その辺の実態調査というか、それを

しっかり取ってやらないと、なかなかこの辺

の減数というのは出てこないんじゃないのか

なあという感じがしますので、国との協議の

中においても、その辺をしっかりと県のほう

の要望として伝えていただきたいというふう

に思います。 

 以上です。要望で。 

 

○木村子ども未来課長 子ども未来課でござ

います。 

 虐待が全国的に相次いで報道されておりま

して、この件につきましては、国のほうで、

改めて全国に調査を実施する予定というふう

に伺っておりますので、県としましても、そ

の調査をしっかりとやっていきたいと。そし

て情報を、国、それから市町村とともに共有

してやっていきたいと思っております。 

 それから、国の調査研究のほうで、こうい

った虐待が起こる背景としては、先生が御指

摘になられたような職場環境が１つ。それか

らもう一つは、保育士さんたちの人権に対す

る意識であったり、人格尊重に対する認識で

あったり、そういったところが要因として挙

げられるというふうになっておりまして、県

のほうとしましても、毎年、保育士さんたち

に対して児童虐待防止に関する研修会を実施

しましたり、園長さんなどの管理者研修、こ

ういったところでも、不適切な保育が行われ

ることがないように周知徹底を行っておりま

す。 

 これにつきましても、引き続き、研修会等

を通じて研修、保育士さんたちの人格、人権

意識の高揚というのに努めてまいりたいとい

うふうに思っております。 

 以上でございます。 

 

○髙木健次委員 今課長のほうからいろいろ

とありましたけれども、今日か昨日の新聞

に、20年ぐらい前に保育士をしとって手を上

げたことがあると。非常にやっぱり、今にな

ったら後悔しているというふうな、そういう

報道もあってましたけれども、まさしくその

とおりだと思うんですよね。 

だから、非常にやっぱり現場の実態という

のも、トイレに行く時間もないとか、そうい

う状況の中で子育てするということは、非常

に私の周りにも、娘が２～３人子供を育てて

いますけれども、２人か３人でも、本当の親

でも非常にもう忙しくて、本当に一寸の隙も

安心しておられないというふうな状況ですか

ら、それからすると、非常にその辺の改革と

いうか、改善は必要なのかなあと思いますの

で、どうかその辺は、しっかりとまた国との

協議、市町村との協議も含めて、指導をやっ

ていただきたいというふうに思います。 

 以上です。 

 

○木村子ども未来課長 子ども未来課でござ

います。 

 すみません、先ほど私のほうから漏らして

おりましたが、議員が御指摘になりました職
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場環境につきまして、保育士さんたちの配置

基準につきましての要望というのは、毎年国

のほうにも上げさせていただいておりまし

て、配置基準を上げて、園が設置した場合に

加算等を行っていただくような制度の創設と

いうところをお願いしているところでござい

ます。 

 こういった点につきましても、引き続き、

国のほうに要望をしっかり上げてまいりなが

ら、環境改善のほうにも努めていきたいとい

うふうに思っております。 

 以上でございます。 

 

○髙木健次委員 よろしくお願いします。 

 

○岩本浩治委員長 よろしゅうございます

か。 

 

○髙木健次委員 はい。 

 

○岩本浩治委員長 ほかにありませんでしょ

うか。 

 

○山本伸裕委員 生活保護支給をめぐる裁

判、お孫さんが看護学校に通う学費を捻出し

ないといけないということでアルバイトし

た、その収入があるということで生活保護の

不支給になったということで裁判があって、

熊本地裁は、熊本県の処分は違法であるとい

うことで裁判が下されたわけですけれども、

熊本県は、地裁の判決を不服として控訴する

というようなことになりました。 

 ちょっと私、基本的な理解がなくて、稚拙

な質問で申し訳ないんですけれども、この控

訴の決断というのは、議会に報告するような

事柄ではないんですか。 

 

○柴田長寿社会局長 長寿社会局でございま

す。 

 事柄的には議会への御報告というような事

項に当たってなかったというふうに理解して

います。 

 

○山本伸裕委員 生活保護行政に関する、か

なり県の基本的な姿勢が問われるような今回

の問題だというふうに思いますので、もちろ

ん議会の承認とかいうようなことは必要ない

のかもしれませんけれども、やはりそういう

ことに対しては議会に報告があってもいいん

ではないかというふうに私は思います。 

 それで、この裁判の継続に伴って費用負担

が生じるんじゃないかと思うんですけれど

も、それはどこが負担することになるんでし

ょうか。 

 

○柴田長寿社会局長 費用負担といいます

と、訴訟費用という……。 

 

○山本伸裕委員 そうですね。 

 

○柴田長寿社会局長 弁護士費用であったり

……。 

 

○山本伸裕委員 はい。 

 

○柴田長寿社会局長 それぞれ被告、原告と

ございますので、それぞれのほうで負担する

ことになります。 

 最終的には、判決が下りた際に敗訴した側

に、通常であれば、その訴訟費用を負担する

という判決の中に書かれますので、その結

果、自分たちの分、負けたほうは、自分たち

の分はもちろん、相手側の訴訟費用、弁護士

費用とか、そういったものも負担するという

ふうな形になるのが通常じゃないかなという

ふうに理解しております。 

 

○山本伸裕委員 控訴審がどうなるのかとい

うのはもうもちろん分からないわけですけれ

ども、知事のコメントとして発表されている
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のは、控訴回避の道を必死に探ったと、国の

判断には応じざるを得ず、断腸の思いで控訴

することにしたと。だから、もう国の委任事

務だから、県がどうこう言える立場ではない

んだと、断腸の思いで控訴したと。私はちょ

っともう無理解ですから、そこまで考えてい

るんだったら控訴しなきゃいいんじゃ、と思

ってしまいますけれども、いずれにしても、

断腸の思いで控訴されるんだったら、国が言

ってるんだからもう控訴せんとしようがない

とおっしゃるんであれば、訴訟費用は国が持

つべきじゃないかなと単純に思うんですよ

ね、国の言うことに逆らえないというふうに

県がおっしゃるんであれば。そこら辺の判断

はいかがですか。 

 

○柴田長寿社会局長 今、その費用の話につ

きましては、県負担なのか、国負担なのかと

いうのちょっと私確認しておりませんので、

ちょっと今お答えすることはできません。申

し訳ございません。 

 

○山本伸裕委員 私は、そういう意見を持っ

ているというようなことでありますから。 

 

○岩本浩治委員長 ほかに。 

  （「ありません」と呼ぶ者あり) 

○岩本浩治委員長 ないようですので、最後

に、要望書が４件提出されております。参考

としてお手元に写しを配付してありますの

で、ぜひ見ていただければと思います。 

 それでは、これをもちまして第５回厚生常

任委員会を閉会いたします。 

 どうもお疲れさまでございました。 

  午後０時２分閉会 
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